
－ 1 －

2015. 4.

　　　（主な内容）

No. 690平成27年4月10日発行．毎月1回10日発行．　©2015　一般社団法人　中央調査社

　　　（主な内容）

○ 「from 二次医療圏データベース
　　　　　　 to 地域医療構想会議」 ........  1

○ 告 知 板.........................................................  10

「from 二次医療圏データベース to 地域医療構想会議」
国際医療福祉大学大学院教授　高橋　泰

　日本の医療提供体制が、「人口“増加”社会対応」型から「人口“減少”社会対応」型に向けて、大き
く舵を切り始める。日本を300以上の地域に分割した構想地域ごとに、各構想地域の「医療資源量」
と「将来の医療需要」をもとに、構想地域ごとの医療提供体制のあるべき姿を考える地域医療構想
会議が2015年度から始まる。この事態は、筆者が2010年の春頃に夢見た光景そのものと言える。
　この文章では、今（2015年春）から5年前に夢見た光景が現実に至るまでのプロセスを、筆者ら
がこれまでに制作した「二次医療圏データベース」と「日医総研のワーキングペーパー」という２つ
の成果物の概要と、現在進行中の医療提供体制の改革の概要を紹介した日経新聞の経済教室の記
事を通して紹介する。

⑴二次医療圏データベースの開発と無償公開
　以下の文章は、二次医療圏データベースの概
要と開発の経緯を紹介した、社会保険旬報 2011
年 1 月 11 日号の原稿の抜粋である。以下少し長
い抜粋になるが、この文章から、二次医療圏デー
タベースの概要と、二次医療圏データベースを
開発した想いを感じていただきたい。

連載：二次医療圏をもとに日本の医療提供体制を考える
二次医療圏データベースの紹介
国際医療福祉大学大学院教授　高橋　泰

大学院博士課程　石川雅俊
株式会社ウェルネス代表取締役社長　柏原純一

2011 年 1 月 10 日より
二次医療圏データベースを公開
　2010 年から 2025 年にかけて後期高齢者が 1.5
倍に膨れ上がる。またその増加が同一都道府県

の中でも地域により大きく異なる。地域におけ
る医療提供体制を考える場合、１つの都道府県
をいくつかの地域に分けて、県レベルより詳細
な分析を行う必要性は、確実に高まっている。
特に、都市圏と過疎地域を抱えるような都道府
県では、二次医療圏レベルの把握が不可欠になっ
てきている。
　筆者らは、384 個の二次医療圏（2011 年当時）
別の人口動態や医療提供体制に関する情報を提
供する「二次医療圏データベース」を開発し、1
月 10 日より無償で公開を始める。公開する場所
は、このデータベース開発グループの一員であ
る株式会社ウェルネスのホームページ上である。
　興味のある方は、この文章を読んだ後に、以
下の株式会社ウェルネスのアドレスにアクセス
する、あるいは、インターネット検索ソフトに、

「ウェルネス　医療情報」という２つのキーワー
ドを入力して検索を行うと、株式会社ウェルネ
スのホームページにたどりつく。このホームペー
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ジ上に設置された、「二次医療圏データベース・
ダウンロード」というボタンをクリックすると、
二次医療圏データベースという名のエクセル
ファイルをダウンロードすることができる。
　株式会社ウェルネスのアドレス

http://www.wellness.co.jp/

　二次医療圏データベースは、「そもそも二次医
療圏レベルでの医療提供体制に関するデータが
整備されていない」という問題に対処するため
に開発した。このデータベースを公開するのは、
国や都道府県の医療計画の見直しの担当者や、
各地の病院の将来計画を作成する担当者、ある
いはシンクタンクの研究員や学生などが、この
データベースのデータやツールを使い、自由に
我が国の医療提供体制の地域間の差、将来人口
の推移の地域差を認識し、それぞれの立場の仕
事に活用してほしいからである。未来に耐えう
る将来計画は、正しい現状認識と的確な将来予
測の上に成り立つので、このデータベースを活
用して、現在、および 10 年 20 年さきの日本お
よび各地域の医療提供体制を各自の立場で考え
てほしい。
　二次医療圏レベルの集計結果は見慣れないこ
とが多いので、「結果を見える化するツール」の

必要性が、都道府県レベルの集計結果より格段
に高いことにも配慮して二次医療圏データベー
スの開発を行った。二次医療圏別の解析結果を
地図上で色を用いて表現する「二次医療圏色塗
りツール」と、384 個の二次医療圏の一覧デー
タを医療圏ごとに表示する「各医療圏のサマリー
作成ツール」を用意した。
　また、二次医療圏データベースは、多くの人
が繰り返して使うことを目指して開発した。ま
ず、最新データに基づいて更新が、ウェルネス
によって定期的に行われる。また、提供された
データや、そのデータを加工したデータを自由
に使用でき、しかも無料である。

二次医療圏データベースの概要
　二次医療圏データベースは、384 の二次医療
圏の情報が羅列された、1 枚のエクセルシート
である。二次医療圏基礎データを眺めたり、解
析することにより各二次医療圏の人口密度や、
人口の推移、病床数や医師数、看護師数、平均
在院日数などを知ることができる。
　（図１）はその一部抜粋であり、南渡島と南
桧山の二次医療圏の様子を示す二次医療圏基礎
データの画面イメージを示す。この表を見るこ
とにより、南渡島（函館とその周辺）地域には、

二次医療圏 色指定 都道府県 人口密度 2010年
（総人口）

2015年
（総人口）

2020年
（総人口）

2025年
（総人口）

2030年
（総人口）

2035年
（総人口）

南渡島 □ ■ 北海道 154.4 403,764 383,791 361,192 337,002 312,070 286,853

南檜山 □ ■ 北海道 19.8 27,327 25,074 22,776 20,500 18,333 16,286

2010年
（65歳以上

人口）

2015年
（65歳以上

人口）

2020年
（65歳以上

人口）

2025年
（65歳以上

人口）

2030年
（65歳以上

人口）

2035年
（65歳以上

人口）

2010年
（75歳以上

人口）

2015年
（75歳以上

人口）

2020年
（75歳以上

人口）

2025年
（75歳以上

人口）

2030年
（75歳以上

人口）

2035年
（75歳以上

人口）

109,396 121,437 126,398 123,372 118,322 113,157 54,780 60,268 64,539 72,362 74,545 70,540

8,775 9,165 9,228 8,751 8,115 7,143 4,717 5,076 5,157 5,389 5,409 5,037

面積 DPC対象
病院 大学病院 救急救命

センター
地域医療
支援病院

がん診療
拠点病院

周産期母子
医療センター

総合入院
加算

2,670 6 0 1 1 2 2 1

1,423 0 0 0 0 0 1 0

図１：二次医療圏基礎データの内容



－ 3 －

－ 6047 －■　中央調査報　No.690・平成27年4月10日発行

大学病院はないが、DPC 病院が 6 個、救命救急
センターが 1 個、地域支援病院 1 個、癌拠点病
院が 2 個、周産期２個、総合入院加算をとれて
いる病院が 1 個あることがわかる。
　二次医療圏基礎データの人口や人口推移予測
などのデータは、国勢調査の市町村別に発表され
たデータを、二次医療圏別に再集計して作成して
いる。今後国勢調査の最新データが発表されれ
ば、同様の再計算を行い、データを更新していく。

まとめに変えて
　昨年『もし高校野球の女子マネージャーがド
ラッカーの『マネジメント』を読んだら』（通称“も
しドラ”）が 100 万冊を超えるベストセラーになっ
た。この本はまさにタイトル通りに、高校野球の
女子マネージャーがドラッカーの『マネジメント』
を読み、マネジメントの重要性に目覚め、自らの
考え方を変え、周囲の野球部の仲間に影響を及
ぼし、野球部が強くなっていく物語である。
　昨年の夏、“もしドラ” を読みながら、筆者は、

『国や都道府県の医療計画見直しの担当者や、各
病院の将来戦略を考える担当者などが、ドラッ
カーの『マネジメント』の代わりとして『二次
医療圏データベース』を使いまくり、その結果、
大きく意識が変わり、2025年の日本の状況に合っ
た将来計画を作成するようになることを想像し
た。日本各地の役所や病院の企画室で将来計画
を作成するキーパーソン達が、もし「日本で人
口当たりの一般病床の最も多い医療圏と最も少
ない医療圏で、何倍くらいの格差があるのか」、

「今後 15 年間で後期高齢者が最も増える医療圏
と減少する医療圏はどこで、どの程度差がある
のか」などの地域間の差を、348 個の医療圏に
分割された日本地図を示しながら周囲に語るよ
うになり、そのキーパーソンおよびその周辺の
人たちが、自分達の所属する医療圏の現在の相
対的な立ち位置や将来の人口推移を熟知するよ
うになれば、彼ら彼女らにより作成される各都
道府県の医療計画や各医療機関の将来戦略は、
2025 年頃の日本の状況により適合したものにな
るだろう。2010 年から 2025 年にかけて後期高

齢者は 1400 万人から 2100 万に増加する。この
ような激変期に大切なことは、大きな変化に適
切に対応する計画を作ることであろう。
　キーパーソンの意識変革を引き起こすものを

「もしドラ・ツール」とよぶとすると、野球部の「も
しドラ・ツール」は、野球部のキーパーソンとなっ
た女子マネージャーにマネジメントの重要性を
認識させたドラッカーの『マネジメント』とい
う著作である。後期高齢者が激増するこれから
の時代に向けて求められる医療界の「もしドラ・
ツール」は、将来に向けた地域や病院のプラン
を作るキーパーソンたちに、地域により大きな
差がある日本の医療提供体制の現状とこれから
15 年間で起きる大きな変化を認識させるような
ツールである。
　今回開発した二次医療圏データベースが、日
本の医療の「もしドラ・ツール」のような形で
使われていくようになることを期待したい。

　二次医療圏データベースは、「巧見（たくみ）
くん」という愛称と、イメージキャラクターを
持つ。図 2 に示すよう、2011 年の ver1 のリリー
ス以後、バージョンアップを行い、データの更新、
二次医療圏の変更への対応、項目の追加を行っ
てきた。また、小児周産期対応の二次医療圏デー
タベースである「タッくん」や、精神科対応の
二次医療圏データベースである「巧次郎」も、「巧
見くんファミリー」としてこれまでリリースして
きた。今後も、データの更新やデータベース上
の表示項目の見直しを行い、定期的なバージョ
ンアップを続けていく予定である。

⑵二次医療圏データベースを用いた解析と
　日医総研のワーキングペーパーの概要
　筆者らは、二次医療圏データベースを用いて
日本の医療提供体制の評価と将来予測を行ない、
その成果を、2011 年 1 月 11 日号から 8 月 21 日
号にかけての社会保険旬報において「二次医療
圏をもとに日本の医療提供体制を考える」とい
う 13 回連載を通して発表した。この連載は、多
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くの医療関係者や政府関係者にお読みいただき、
日本の医療提供体制の地域格差の大きさや、今
後進行する少子高齢化の波が、日本の医療提供
体制の改革を強力に推し進めないと乗り切れな
いものであることが多くの人が知ることとなっ
た。また同様の文章を、ジャパン・メディスン
に 11 回連載、複数の雑誌、2011 年から 14 年の
4 年間に全国各地で行った 100 回を超える講義
や講演で訴え続けてきた。
　また、二次医療圏データベースを用いて全二
次医療圏の評価と将来予測を行なった。各二次
医療圏の医療提供体制の評価を行うため、表 2
に示すように、各種の指標を人口 10 万人当た
りの数を算出し、更にその値を全国の他の二次
医療圏と比較することにより偏差値化して表現
した。表 2 は、解析の一部の集計結果である神
奈川県の医師数に関する二次医療圏別の集計結
果である。例えば横浜北部は、3305 名の医師（操
医師数）がおり、そのうちの 1616 名が病院勤
務医であり、1690 名が診療所の医師である。横
浜北部には人口 10 万人あたり 218 人の医師が

おり、全国平均の 251 人、2 次医療圏間の標準
偏差 87 人から、この地域の総医師数の偏差値
が 46 となる。
　この集計結果をまとめ、その集計結果をもと
に全都道府県と全医療圏の評価をまとめ、日本
医師会総合政策研究機構（日医総研）からワー
キングペーパー No.269「地域の医療提供体制現
状と将来 - 都道府県別・二次医療圏データ集 -（高
橋泰　江口成美）」を、2012 年 11 月 2 日に発刊
した。その後 2013 年 8 月 20 日に、改訂版であ
る 2013 年度版（No.293）を、2014 年 8 月 6 日
に第 3 版に相当する 2014 年度版（No.323）を
発行している。回を増すごとにボリュームが増
し、2014 年度版は 2700 ページを超える巨大な
データ集になっている。このワーキングペーパー
は、インターネット上で公開されている。検索
エンジンに「日医総研　ワーキングペーパー」
と入力し、最新版を参照するなら No.323 の欄を
クリックすると、県別にワーキングペーパーが
示される。
　2012 年の最初のワーキングペーパーでは、全

図２：二次医療圏データベースのバージョンアップの経緯

巧見くんファミリーの
バージョンアップの歴史
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ての表を手作業で作成し、編集作業で中央調査
社の協力を得た。2013 年の第二版では、中央調
査社の提案により、二次医療圏データベースよ
り数字を読み込み、自動的に（表２）に示すよ
うな表が自動作成されるようになった。2014 年
の最新のワーキングペーパーでは、高橋が発案
し、中央調査社がプログラムを開発することに
より、以下に示す各県や二次医療圏の評価の文
章を自動作成した。コメント自動作成の基本的
な考え方は、偏差値に応じてコメントの内容を
変える（偏差値が：35 未満→非常に少ない、35
以上 45 未満→少ない、45 から 55 →平均レベル、
55 以上 65 未満→多い、65 以上→非常に多い）
ということである。例えば（表 2）に示されたよ
うに横浜南部の総医師数の偏差値が 57 であるの
で、まずコンピュータが横浜南部と医師数の偏
差値が 57 を読み込み、ルールに従い、「横浜南
部は総医師数が多い。」というコメントを作成す
る。以下、種々の工夫を凝らして作成したロジッ
クにしたがって自動作成された横浜南部医療圏
の総括の抜粋を示す。

（横浜南部医療圏）
1. 地域ならびに医療介護資源の総括

地域の概要：横浜南部（横浜市中区）は、総人
口約 106 万人（2010 年）、面積 122 ㎢、人口密
度は 8691 人 / ㎢の大都市型二次医療圏である。
　横浜南部の総人口は 2015 年に 106 万人と増
減なし（2010 年比± 0％）、25 年に 102 万人へ
と減少し（2015 年比－ 4％）、40 年に 90 万人へ
と減少する（2025 年比－ 12％）と予想されて
いる。一方、75 歳以上人口は、2010 年 10.3 万
人から 15 年に 13.4 万人へと増加（2010 年比＋
30％）、25 年にかけて 19.1 万人へと増加（2015
年比＋ 43％）、40 年には 19.3 万人へと増加する

（2025 年比＋ 1％）ことが見込まれる。　
医療圏の概要：大学病院、高機能病院や地域の
基幹病院が複数あり、急性期医療の提供能力は
高く（全身麻酔数の偏差値 55-65）、神奈川県東
部の患者が集まるが、周囲の医療圏間との患者
の流入・流出が多い医療圏である。急性期以後は、

二次医療圏 総医師数 県内
シェア

人口
10万
あたり

偏差値
※全国は
標準偏差

病院勤務
医数

県内
シェア

人口
10万
あたり

偏差値
※全国は
標準偏差

診療所
医師数

県内
シェア

人口
10万
あたり

偏差値
※全国は
標準偏差

全国 321,268 251 (87) 199,499 156 (63) 121,769 95 (31)

神奈川県 21,406 6.7% 237 48 12,272 6.2% 136 47 9,134 7.5% 101 52

横浜北部 3,305 15% 218 46 1,616 13% 106 42 1,690 18% 111 55

横浜西部 2,601 12% 234 48 1,521 12% 137 47 1,081 12% 97 51

横浜南部 3,303 15% 311 57 1,897 15% 179 54 1,406 15% 133 62

川崎北部 1,801 8% 220 46 1,130 9% 138 47 671 7% 82 46

川崎南部 1,643 8% 271 52 1,010 8% 167 52 633 7% 104 53

横須賀・三浦 1,778 8% 243 49 963 8% 132 46 815 9% 111 55

湘南東部 1,337 6% 193 43 657 5% 95 40 680 7% 98 51

湘南西部 1,586 7% 267 52 1,104 9% 186 55 482 5% 81 46

県央 1,518 7% 181 42 708 6% 84 39 811 9% 97 50

相模原 1,799 8% 251 50 1,284 10% 179 54 515 6% 72 43

県西 735 3% 205 45 384 3% 107 42 351 4% 98 51

出典 病院勤務医数と診療所医師数の合計 平成23年病院報告　厚生労働省
平成23年10月

平成23年医療施設調査　厚生労働省
平成23年10月

表２：医師数（総数、病院勤務医数、診療所医師数）
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療養病床は不足気味だが、回復期病床は全国平
均レベルである。
＊医師・看護師の現状：総医師数が 57（病院勤
務医数 54、診療所医師数 62）と、総医師数、診
療所医師は多い。総看護師数 43 と少ない。
＊急性期医療の現状：人口当たりの一般病床の
偏差値 45 で、一般病床はやや少ない。横浜南部
には、年間全身麻酔件数が 2000 例以上の横浜
市立大学市民総合医療センター（Ⅱ群、救命）、
横浜市立大学（本院）、横浜南共済病院、横浜市
立みなと赤十字病院（救急）、横浜市南部病院、
1000 例以上の横浜栄共済病院、500 例以上の
JCHO 横浜中央病院がある。全身麻酔数 60 と多
い。

⑶二次医療圏データベースとワーキング
　ペーパーに誘発された医療制度改革の動き
　筆者らはその後も、二次医療圏データベース
や日医総研のワーキングペーパーのバージョン
アップを続けながら、地域ごとの「医療資源量」
と、「将来の医療需要」をもとに、地域ごとの望
ましい医療提供体制を考え、その成果を発表し
続けた。特に 2013 年度前半は、１）社会保障国
民会議（4/19）を皮切りに、２）経済産業省の
高齢化の産業化ヒアリング（5/9）、３）厚生労
働省老健局　高齢化対策に関する検討会（6/13）、
４）財務省財等審主計局ヒアリング（9/9）、５）
経済財政諮問会議勉強会レク（9/19）、６）日本
経済再生総合事務局ヒアリング（10/3）、７）財
務総合政策研究所ヒアリング（10/10）、８）財
政制度等審議会財政制度分科会のヒアリング

（10/16）など、国の重要な会議でのレクやヒア
リングが続いた。国の中枢で人口減少社会と財
政難への対応を考えている複数の有識者や官僚
が、二次医療圏データから導き出された幾つか
の知見に飛びつくような形で、国が動き始めた
ように感じた。
　その結果の一つとして、「ご当地医療」という
言葉が生まれ、地域ごとの状況に応じた地域ご
との医療提供体制を作るという、これまでにな
い医療制度改革の新しい動きが生まれてきた。

以下の日経新聞の経済教室に投稿した文章（全
文）を通して、二次医療圏データベースと日医
総研のワーキングペーパーがきっかけとなり、
その後の国の種々の動きにより誘発された医療
制度改革の新しいトレンドを紹介する。

少子化・高齢化に対して医療提供体制を
どのように変えていくべきか

（2014 年 10 月 27 日：日経新聞経済教室）
国際医療福祉大学大学院教授　高橋　泰

わが国の今後の人口構成の変化
　今後のわが国の人口構成は、（１）0-64 歳人口
が毎年 100 万人ずつ減少し、この傾向は今世紀
末まで続く、（２）75 歳以上人口は、2025 年頃
まで年間 50 万人のスピードで急増し、2025 年
から増加スピードが鈍り、2030 年以降横ばいに
なる、という２つの大きな変化により、急速に
変化していく。

我が国の年齢階級別医療需要の推移予測
　この急増する後期高齢者に対応する医療と、
今後毎年 100 万人ずつ減少を続ける若年向けの
医療の調整をどのように行うかが、これからの
医療制度改革の最大の争点になる。人口構成が
大きく変化すれば、医療や介護の需要は大きく
変化する。（図 3）は、各年代の使用する一人
当たりの医療費は今後も変わらないと仮定し、

（１）と（２）で述べたように人口が推移した場
合の医療費の推移の予測を、0-74 歳と 75 歳以
上に分けて示したグラフである。真ん中の太い
実線は、総医療費の推移予測である。2025 年の
11.1％増がピークであり、その後減少に転じる。
一番上のグレー色の線は、75 歳以上の医療費の
推移予測を示す。75 歳以上は、2025 年に向け
て急増、2030 年のピーク値は 2010 年比約 6 割
増という予測になる。一番下に位置する破線は、
0-74 歳の医療需要の推移を示す。0-74 歳の医療
需要は、2015 年から 2020 年まで微減、2020 年
から急激に減少する。2010 年から 2035 年にか
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けて医療需要は 17% 程度減少し、0-74 歳の医療
需要は、その後も一貫して減少を続ける。2020
年から急激な減少が始まるのは、2022 年から 24
年にかけて団塊の世代が 75 歳を超えるからであ
る。わが国の医療提供体制は、今後短期間で急
増する 75 歳以上の医療事情と、今後減り続ける
0-74 歳の医療事情に対応する形で変化していく
必要がある。

後期高齢者が主に必要とする医療とは
　それでは、（図 3）のグラフの破線で示された
0-74 歳が必要とする医療とは、どのような医療
であろうか。これは従来の急性期医療、言い方
を変えれば、治癒を目的とする医療である。こ
のような医療は、技術を尽くして患者を徹底治
療する医療であり、病気やケガが治れば、元の
生活に戻れることがほとんどである。
　一方、（図 3）のグレーの太い実線で示され
た 75 歳以上が必要とする医療とは、どのよう
な医療であろうか。75 歳以上の後期高齢者も、
従来型の急性期医療を必要とする場面も多い
が、後期高齢者が主に必要とする医療とは、病
気は完全に治らなくとも、地域で生活を続けら
れるよう身体も環境も整えてくれるような「生
活支援型医療」であり、年齢が進めば進むほど、
この傾向は強まる。複数の病気を抱えた高齢者

が、完全には治らずとも地域で暮らし続けるこ
とを支える医療であり、今後このタイプの医療
の需要が増える。このような医療の主な担い手
は ､ かかりつけ医と今年の春に新設された地域
包括ケア支援病棟であろう。地域包括ケア支援
病棟では、患者（主に後期高齢者）が家や施設
で調子が悪くなった時に、地域での生活復帰を
意識したリハビリを行いながら、病気と年齢や
体力などを考慮した治療が行なわれる。更に、
高度医療機関からの在宅復帰を目指した患者を
受け入れ、リハビリや継続的治療の提供を行な
いながら在宅復帰を目指すことや、地域での看
取り医療も地域包括ケア支援病棟の重要な役割
である。
　このようにわが国全体で見れば、従来の急性
期病床の需要は 2030 年以降、急速な減少が見
込まれる一方、生活支援型医療の需要は都市部
を中心に急速に増大するので、従来型の急性期
医療を提供する病床から生活支援型病床や介護
施設への転換が必要になる。

今後わが国の医療提供体制改革の
取り組むべきもう一つの課題「地域差」
　わが国では、人口当たりの病床数や医師数な
どの医療資源においても、人口動態の推移にお
いても、地域差が大きい。日本で最も医療密度
が高い地域は、東京の区中央部（文京区、千代
田区、中央区、港区、台東区）と呼ばれる地域
であり、ここには大学病院の本院が５つ、他に
日本を代表する高機能病院がひしめき合ってい
る。一方、日本で一番医療密度が低い地域は、
福島県の南会津と呼ばれる地域である。この地
域は神奈川県とほぼ同じ面積であるが、この地
域内には、福島県立南会津病院が一つ存在する
のみである。また、ほとんどの地域で人口が減
少するが、その程度は地域により大きく異なり、
人口の構成の変化も大きな地域差がある。
　このような医療資源や人口動態の地域差を意
識しつつ、今後各地域は、国全体との整合性を
持たせながら医療提供体制改革を進めていく必
要性がある。すなわち、「高知県は、急性期病床

図３：0-74 歳と 75 歳以上医療費予測
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も生活支援型病床も過剰で、かつ、人口減少が
見込まれるので、両方とも削減する必要がある。
一方、埼玉県は、急性期病床も生活支援型床も
不足していて、かつ、今後の後期高齢者が倍増
するので、両方の病床を大幅に増床する必要が
ある。…」という具合に、地域の状況に応じて
医療提供体制の改革を進める必要がある。
　筆者らの研究グループの都道府県レベルの試
算によると、青森県、岩手県、栃木県、福井県、
和歌山県、鳥取県、岡山県、香川県、愛媛県、
大分県、宮崎県などは、今後急性期病床が過剰
になり、生活支援型病床が不足してくるので、
急性期病床から生活支援型病棟への転換が必要
になると思われる。一方、徳島県、高知県、佐
賀県、長崎県、熊本県、鹿児島県は、急性期病
床も生活支援型病床も過剰状態が予想されるの
で、なんらかの病床削減の実行が求められるこ
とが予想される。茨城県、埼玉県、千葉県、東
京都、神奈川県、岐阜県、静岡県、愛知県、三
重県は、生活支援型病床を中心とした病床の増
強が必要になることが予想される。

人口構造の変化に対応した医療行政の対応
　1990 年以降、年齢階級別の人口と有病率を
もとに地域ごとの病床総数の上限が決められ、
地域の総病床がその枠を超えた場合、その地域
において新たな病床は許可されないという「病
床規制」が行われている。しかし、1990 年以
前から多くの病床が存在した地域や、1990 年
以降の人口減少などにより病床数が病床枠を超
えてしまった地域において、枠を超えた病床数
を医療関係者も納得した上で減らすための具体
的な対策は、これまで取られてこなかった。
　今年（2014 年）の 10 月から各病院が、どの
ような医療を提供するか病床が何床あるかを都
道府県に報告する「病床機能報告制度」が始まっ
た。また来年に国がガイドラインを示し、各都
道府県において、関係者との協議も経ながら設
置される協議の場において、国のガイドライン
を参考にしながら、地域ごとにどのような機能
の病床をどの程度配置すべきかの目標を設定す

ることになる予定である。更に、現状の各病院
から提供された機能別の病床数と都道府県の協
議の場で作成した地域ごとの機能別の病床数の
乖離を、国からの補助金（基金）などを利用し
ながら解消し、地域の病床を 2025 年以降の社
会に応じた形に変えていく事業が始まる。この
新たな取り組みにより地域の病床の構成や数が
どの程度変わるかは、現時点では不明である
が、この事業により多くの医療や行政の関係者
が、人口構造の変化に応じて地域の医療提供体
制を変えていかねばならないことを自覚し始め
るきっかけになることは間違いない。
　病床過剰で病床削減が求められる地域での事
業の遂行が特に難しいので、このような地域に
対して基金を重点配分し、過剰病床を買い上げ
る、介護保険施設などへの転換に対し手厚い補
助を行うなどを積極的に実施すべきであろう。
　来年度からの事業における地域ごとの病床の
転換や削減が早急に開始されることが望ましい
が、たとえ不十分であったとしても、このよう
な地域ごとの医療提供体制の改革は当分続き、
2025 年以降にむけて各地域の医療提供体制が
地域の人口構成に合ったものに変わっていくこ
とを期待したい。

最後に
　2010 年 3 月 21 日と 22 日に開催された東京
青年医会（東京都の若手病院経営者の勉強会：
代表 竹川 勝治）の勉強会で東京の地域医療の
現状から、東京の将来の地域医療の現状を考え
る勉強会のコーディネーターを先代の代表であ
る安藤高朗先生から依頼された。その後地域の
医療状況を分析するのに必要なデータが全く存
在しないことに愕然としたことが、二次医療圏
データベース構築のきっかけである。その後
データベースを構築するため、厚生労働省や総
務省などを回ったが埒があかず、全国各地の病
院情報を収集し、その情報を加工して販売を
行っていたウェルネスを訪ねて、道が開けてき
た。ウェルネスのオーナーは、昔からの友人で
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ある平川淳一先生であり、「先生（筆者）がや
りたいなら、無償でデータを提供し、データベー
スの制作を全面的に支援します」と言ってくれ
た。安藤先生や竹川先生が勉強会のコーディ
ネーターをやらないかと声をかけてくれなけれ
ば、また平川先生、制作担当のウェルネスの宇
田川和之さんらの全面的なバックアップがなけ
れば、二次医療圏データベースは生まれなかっ
た。
　二次医療圏データベースを用いて、二次医療
圏ごとの医療提供体制の評価を行ったが、ボ
リュームが大きく、その成果を発表する場が見
つからず困っていた。このとき横倉義武日本医
師会長が手を差し伸べてくれ、日本医師会総合
政策研究機構（日医総研）の客員研究員のポス
トを用意してくださり、日医総研からワーキン
グペーパーという形で、二次医療圏ごとの評価
を出すことができた。このワーキングペーパー
作成のパートナーである江口成美さんは、日医
総研内の種々の手続き、ワーキングペーパーの
校正などで高い能力を発揮、彼女の働きがなけ
れば、このワーキングペーパーが世に出ること
はなかったと思う。またワーキングペーパーの
制作を担当してくれた中央調査社さんからも、
データ処理の精度を上げることや、表の自動作
成など作業効率を上げる提案をしていただき、
大いに助かった。需要予測に関しては、ケアレ
ビュー社の加藤良平社長と共同で行い、GIS を
用いた解析では、技研インターナショナルの井
上哲仁さんにたいへんお世話になった。
　二次医療圏データベースを用いて解析を続け
ていくと、予想以上に大きな日本の医療提供体
制の地域差や人口構造の急激な変化に応じて医
療提供体制が変わっていくべき方向性など、重
大な知見が数多く見えてきた。これらの知見を、
社会保険旬報を中心に、多くの雑誌に投稿した。
また 2012 年の夏ごろより、「国全体の医療提供
体制を人口減少社会に応じた物に変えていく必
要がある」と考えていたところ、厚生労働省の
大島一博さんが、いろいろなキーパーソンを紹
介してくれ、データを持って省庁やキーパーソ

ンの前でプレゼンをおこなうことができた。こ
の活動が、2013 年 4 月 19 日の社会保障制度改
革国民会議でのプレゼンや、2013 年 10 月 16
日の財務省での政制度等審議会でのプレゼンに
つながった。これらの大きなプレゼンなどに対
しても、厚生労働省の佐々木昌弘さんや、財務
省の今野治さん、消費者庁の山崎史郎さん（当
時）、増田寛也前総務大臣、慶応大学の権丈善
一先生、横倉日本医師会長などから、種々の支
援やアドバイスをいただき、大いに励みになっ
た。その後、多くの方がこの考え方に共鳴する
ようになり、大きなトレンドへと育っていった。
　二次医療圏データベースが、日本の医療の「も
しドラ・ツール」のような形で使われ、日本の
医療提供体制が地域ごとの「医療資源量」と、
人口構造の将来予測をもとにした「将来の医療
需要」をもとに変わっていくことを望み始めた
2010 年の春から約 5 年、二次医療圏データベー
スは当初の目論見通りこれまで 67,321 件のダ
ウンロード（2015 年 4 月 2 日）が行われ、全
国各地で種々の解析に用いられている。また日
医総研のワーキングペーパーも行政、医療関係
者、学者、マスコミ関係者など、幅広い分野の
方々に利用されるようになり、地域医療構想の
議論の基礎資料になっている。インターネット
を介して、日本の医療提供体制は、「人口 “増
加” 社会対応」型から「人口 “減少” 社会対応」
型に向けて、大きく舵を切り始めなければなら
ないという、筆者の想いが全国各地に広がって
いった。
　必要な時に必要な人に出会う幸運に恵まれ、
幸いなことに大きなトレンドの出現に貢献する
ことができた。もし、上記に紹介した出会いが
一つでも欠けていれば、またインターネットが
普及していなければ、今日の医療制度改革は、
今日の状況と大きく異なったものになっていた
ように思う。
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3月の時事世論調査
　3月の時事世論調査の結果、安
倍内閣の支持率は前月比0.3ポイ
ント増の47.7%となり横ばいだっ
た。不支持率も同0.1ポイント減
の32.2％と動きはなかった。
　安倍政権は、60年ぶりの農協
改革を農協の中央組織や与党内
の抵抗を押し切り決着させ、国
会の施政方針演説では改革姿勢
を強くアピールし、安保法制の
整備、経済再生、社会保障改革、
地方創生などの具体化を進める
と訴えた。一方、戦後70年の節
目に出すとされる「首相談話」や
意欲的とみられる憲法改正につ
いては控えめな発言にとどめた。
しかし、国会では閣僚の政治と
カネ疑惑が相次ぎ、西川農水大
臣が献金問題で辞任するなど、
予算審議が停滞する局面に遭遇
したが、支持率への影響はなかっ
た。
　調査は全国の成人男女2,000
人を対象に、個別面接聴取法で3
月6日から9日に実施。有効回収

（率）は1,269 （63.5％）。

　この時期の国内の動きは、
　農協の監査権廃止で合意：政
府・自民党と全国農協中央会（全
中）は、全中による地域農協への
指導監査権廃止で合意した。一
方、農家でない准組合員は存続
し、金融事業への打撃は回避（2
月9日）。
　施政方針演説で、「改革推進」
を強調：安倍首相は衆参両院で
施政方針演説を行い、農協改革
を筆頭に諸課題にもひるむこと
なく改革を進めると訴えた（2月
12日）。

　ロシア、野党指導者暗殺：プー
チン大統領批判の急先鋒だった
ネムツォフ氏がモスクワで銃撃
を受け死亡（2月27日）。
　中国、成長率目標を7%に：全
国人民代表大会で李克強首相は、
安定成長への転換、経済改革の
推進を強調、成長率は7.5%から
7%へ引き下げ。軍事費は10%の
伸び率を維持（3月5日）。

　政党支持率　自民党は前月比
0.5ポイント上 昇し27.0％。民
主党は同2.0ポイント減の4.6％、
公明党は1.1ポイント増の4.0％
となった。維新の党は前月より1.0
ポイント減の1.5％、共産党は0.3
ポイント減の2.1％となった。社
民党は1.2％と前月より倍増した。
支持政党なしは57.8％で前月よ
り0.6ポイント増加した。

 

　国民の景気感　「良くなった」
は 前 月 比 で2.3ポ イ ン ト 増 の
8.6％、「悪くなった」は1.1ポイ
ント減って23.9％となり、時事
世論景気指数は前月の119から
5ポイント増の124で、4 ヶ月連
続で上昇した。

　暮らし向き　昨年の今頃と比
べて「楽になった」は前月より0.3
ポイント減の4.0％、「苦しくなっ
た」は同0.4ポイント増の31.6％
となった。

　夫婦別姓、結婚禁止期間の憲
法判断へ：最高裁は、民法の「夫
婦同姓」「女性の離婚後6 ヶ月間
の婚姻禁止」規定について大法廷
での審理入りを決定。違憲かど
うかの判断へ（2月18日）。
　株価、15年ぶりの高値：日経
平均株価は、企業利益予想の好
調などを受け続伸、I Tバブル期
の2000年5月 以 来14年9 ヶ 月
ぶりの1万8264円で引けた（2月
19日）。
　西川農相が辞任：国の補助金
を受けた企業からの献金などい
くつかの疑惑を追及され、違法
性はないとしつつ予算審議への
影響を避けるため辞表提出。野
党は首相の任命責任を追及（2月
23日）。
　「安倍談話」で有識者会合：戦
後70年の「首相談話」を検討する
懇談会の初会合が開かれ、首相
は国際貢献など未来志向の論点
を提示（2月25日）。
　中学生殺害で少年ら逮捕：川
崎市の河川敷で中一男子が暴行
を受け殺害され、近くの18歳と
17歳の少年3人を逮捕（2月27日）。
　違法献金受取りの閣僚が続出：
国の補助金交付企業と知らずに
献金を受けていたことが、首相
以下の閣僚や民主岡田代表など
にも発覚。政治資金規正法の不
備が露呈（3月3日）。

　国外では、
　米大統領、地上部隊の長期派
遣否定：オバマ氏は議会に対し
対イスラム国での本格的な地上
部隊派遣を認めず、特殊部隊な
どに限定し期間も3年とする案を
示す。共和党は効果がないと反
発（2月11日）。
　ウクライナ停戦で合意：東部
の親露派が攻勢を強めていたが、
独仏首脳の仲介で15日からの停
戦で合意成立（2月12日）。
　ギリシャ支援延長へ向け前進：
E Uは反緊縮のチプラス政権が提
出した改革案を承認。最終的な
改革案を4月末までに審査する
が、当面の危機は回避（2月24日）。

◇  告　知　板

時事世論景気指数

2007年 08年 09年 10年 11年 12年 13年 14年
117.2 42.0 61.0 96.8 84.1 97.2 143.8 129.1 
14年 （２月）（３月）（４月）（５月）（６月）（７月）（８月）

143 144 118 135 141 137 129 
（9月）（10月）（11月）（12月） 15年 （１月）（２月）（３月）
120 113 110 112 115 119 124 
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